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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、「中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推

移」については記載しておりません。 

３．当社は、重要な関係会社がないので、「持分法を適用した場合の投資損益」について記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

提出会社の状況  

回次 第121期中 第122期中 第123期中 第121期 第122期 

会計期間 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成18年 
１月１日 
至平成18年 
６月30日 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
12月31日 

売上高（千円） 2,639,363 2,823,843 3,115,066 5,301,710 5,670,720 

経常利益（千円） 96,377 183,656 308,341 192,597 312,093 

中間（当期）純利益（千円） 79,544 150,935 182,296 180,540 278,916 

持分法を適用した場合の投資

損益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 651,000 651,000 651,000 651,000 651,000 

発行済株式総数（千株） 13,580 13,580 13,580 13,580 13,580 

純資産額（千円） 1,856,379 2,206,261 2,771,383 1,948,178 2,768,925 

総資産額（千円） 5,619,045 5,836,672 6,530,893 5,499,064 6,681,164 

１株当たり純資産額（円） 136.82 162.65 204.34 143.61 204.14 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
5.86 11.13 13.44 13.31 20.56 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
－ － － 2.50 3.00 

自己資本比率（％） 33.04 37.80 42.43 35.43 41.44 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
446,468 152,559 316,227 706,243 411,797 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△37,242 14,658 △73,670 △32,440 △136,034 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△285,148 △95,083 △149,348 △575,511 △106,561 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
217,578 263,927 454,203 191,792 360,994 

従業員数 

(他、平均臨時雇用者数)(名) 

209 

(32) 

207 

(37) 

199 

(39) 

203 

(34) 

196 

(38) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社１社）が営む事業の内容について重要な変更は

ありません。また、関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(2）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成18年６月30日現在

従業員数（人） 199 (39) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（１）業績 

  当中間会計期間におけるわが国経済は、設備投資が引き続き好調に推移しているほか、雇用・所得も緩やかに改

善してきていることから個人消費も緩やかな増加を続けており、景気は内需主導で安定したペースで堅実に推移し

ています。 

  このような状況のなかで、当社は収益力の強化を重点とした取り組みを進めてまいりました。受注・販売面では

適正水準による価格での活動に継続して取り組み、生産面では原材料の値上がりを吸収すべく、徹底した不良の削

減、生産効率の向上や製造経費の節減による原価低減に取り組んでまいりました。 

この結果、当中間会計期間の業績は、売上高31億15百万円（前年中間期比10.3%増）、営業利益2億62百万円（同

83.5%増）、経常利益3億8百万円（同67.9%増）、中間純利益1億82百万円（同20.8%増）となりました。 

部門別の概況は次のとおりであります。 

〔産業機械関連機器部門〕 

  産業機械関連機器部門を取り巻く事業環境は、企業の景況感が改善し積極的な設備投資に繋がってきていること

から良好な状況にあります。 

 こうしたなか、当社は工作機械向けの受注活動を積極的に展開し、納期対応に注力いたしました。 

 工作機械鋳物部品（ベッド、テーブル、コラム、クロスレール、及び周辺機器のパレットチェンジャーなど）の

受注高は、工作機械メーカーが国内企業の旺盛な設備投資意欲に加え海外向けが好調なことにより高水準の受注を

確保していることを背景に堅調に推移し、13億39百万円（前年中間期比13.４%増）となりました。 

 ディーゼルエンジン鋳物部品の受注高は、部品の大型化のため長納期化していることから生産効率面を重視した

姿勢で臨んだことにより、3億68百万円（前年中間期比17.9%減）となりました。 

 産業機械鋳物部品の受注高は、工作機械向け受注に注力したことから36百万円（前年中間期比81.8%増）の受注

となり、低位の水準にとどまりました。 

 この結果、当部門の受注高は、17億44百万円（前年中間期比5.7%増）、売上高は17億57百万円（同13.2％増）、

受注残高は12億31百万円（同5.3％増）となりました。 

〔住宅関連機器部門〕 

住宅関連機器部門を取り巻く事業環境は、建設市場は規模が縮小し競争は激しさを増し、厳しい状況が続いており

ます。住宅市場は貸家や分譲マンションの建設を主体に新設住宅着工は前年を上回ったものの、リフォーム需要は

悪徳リフォーム業者の影響等もあり、全体として弱含みの状況で推移しました。また、公共投資は縮減が続いてい

ます。 

 こうしたなか、当社では営業力の充実と生産性の向上に集中して取り組みました。販売面では、既存販路の拡

充、ハウスメーカーや地場工務店などの新規ルート開拓、ＯＥＭの拡販強化などを行ってまいりました。 

 当社の主力製品である鋳物ホーロー浴槽は、ＯＥＭ供給を中心に売上が増加いたしました。鍋・釜の日用品鋳物

製品も業者向けを中心に増加いたしました。また、集合住宅向けの木製建具や浴室ユニット等の住宅設備機器関連

商品は微増いたしましたが、マンホール鉄ふたは公共事業向けを中心に減少いたしました。 

この結果、当部門の売上高は13億57百万円（前年中間期比6.8％増）となりました。 

  

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前会計年度末に比べ93百万円増し、

当中間会計期間末には4億54百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、3億16百万円（前年同期は1億52百万円の資金獲得）となりました。これは主に

税引前中間純利益3億6百万円、減価償却費70百万円によるものであります。また、前年同期と比べ資金獲得が増加

した主な要因は、税引前中間純利益が1億29百万円増加、棚卸資産が81百万円減少、仕入債務が85百万円増加した

ことによるものであります。 



（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、73百万円（前年同期は14百万円の資金獲得）となりました。これは主に投資不

動産の賃貸による収入50百万円に対して、有形固定資産の取得による支出1億13百万円を行ったことによるもので

あります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、1億49百万円（前年同期は95百万円の資金使用）となりました。これは主に短

期借入金の純減少50百万円、長期借入金の減少57百万円、配当金の支払額41百万円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．金額は、販売価格によっております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 （注）１．住宅関連機器は見込生産のため記載しておりません。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 （注）１．産業機械関連機器には、産業機械鋳物、機械加工、組立品を含んでおります。 

    ２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおり

であります。 

３．金額には、消費税等は含まれておりません。 

部門 金額（千円） 前年同期比（％） 

産業機械関連機器 1,212,576 ＋6.2 

住宅関連機器   

鋳物 238,817 ＋1.8 

ホーロー加工 481,430 ＋7.8  

合計 1,932,823 ＋6.0 

区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

産業機械関連機器 1,744,393 ＋5.7  1,231,251 ＋5.3  

部門 製品（千円） 商品（千円） 合計 前年同期比（％） 

産業機械関連機器 1,757,624 － 1,757,624 ＋13.2  

住宅関連機器機器 814,124 543,317 1,357,442 ＋6.8 

合計 2,571,749 543,317 3,115,066 ＋10.3 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

オークマ株式会社 926,497 32.8 1,021,285 32.8 

タカラスタンダード

株式会社 
462,068 16.4 543,776 17.5 



３【対処すべき課題】 

   当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当中間会計期間の研究開発活動につきましては、住宅機器統括本部開発課において事業戦略上必要とする製品の改

良に取り組みました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは、次のとおり

であります。 

 

 （新設） 

  本社工場の平削盤ＮＣ化改造工事については平成18年６月に完了し、６月から稼動開始しております。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

   

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年９月29日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 13,580,000 13,580,000 
東京証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 13,580,000 13,580,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年１月１日～ 

平成18年６月30日 
－ 13,580,000 － 651,000 － 154,373 



(4）【大株主の状況】 

 （注）オークマホールディングス株式会社は、平成18年７月１日にオークマ株式会社に商号変更しております。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が33,000株（議決権33個）含

まれております。 

  平成18年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

広島運輸株式会社 広島市南区西蟹屋２丁目１番４号 1,307 9.62  

田中 保昭 広島市西区 1,289 9.49  

オークマホールディングス株

式会社 

愛知県丹羽郡大口町下小口５丁目25番地の

１ 
650 4.78  

株式会社広島銀行 広島市中区紙屋町１丁目３番８号 649 4.77  

広島ガス株式会社 広島市南区皆実町２丁目７番１号 625 4.60  

株式会社もみじ銀行 広島市中区胡町１番24号 620 4.56  

タカラスタンダード株式会社 大阪市城東区鴫野東１丁目２番１号 600 4.41  

明信産業株式会社 東京都港区麻布台１丁目１番８号 552 4.06  

株式会社ユーシン 東京都港区芝大門１丁目１番30号 400 2.94  

三井造船株式会社 東京都中央区築地５丁目６番４号 300 2.20  

計 － 6,992 51.48  

  平成18年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    17,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,500,000 13,500 － 

単元未満株式 普通株式   63,000  － － 

発行済株式総数 13,580,000 － － 

総株主の議決権 － 13,500 － 



②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権1個）あります。

 なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含まれております。

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

大和重工株式会社 

広島市安佐北区可部

一丁目21番23号 
17,000 － 17,000 0.12  

計 － 17,000 － 17,000 0.12  

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 459 408 381 355 375 370 

最低（円） 355 305 322 320 299 300 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。 

  ただし、前中間会計期間（平成17年1月1日から平成17年6月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の中間財務諸表について西日本監査法人

による中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤

らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

  

資産基準    ＝  0.1％ 

売上高基準   ＝  0.0％ 

利益基準    ＝   0.0％ 

利益剰余金基準 ＝ △0.3％ 

  

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 



１【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  418,927   611,301   518,092   

２ 受取手形 ＊3 424,764   385,314   405,271   

３ 売掛金  1,368,487   1,359,425   1,359,519   

４ たな卸資産  694,842   648,552   669,542   

５ その他  6,766   31,523   36,107   

貸倒引当金  △7,000   △7,000   △7,000   

流動資産合計   2,906,787 49.8  3,029,117 46.4  2,981,533 44.6 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ＊1          

(1）建物  261,036   248,806   253,985   

(2）機械及び装置  507,136   585,525   556,382   

(3）土地  360,117   360,117   360,117   

(4）その他  130,907   146,329   135,121   

計  1,259,199   1,340,779   1,305,607   

２ 無形固定資産  5,248   6,334   4,514   

３ 投資その他の資
産           

(1）投資有価証券  1,371,656   1,870,867   2,101,441   

(2）投資不動産 ＊1 219,079   208,576   213,327   

(3）その他   103,582   103,426   102,949   

貸倒引当金  △29,425   △28,208   △28,208   

計  1,664,893   2,154,662   2,389,509   

固定資産合計   2,929,341 50.2  3,501,775 53.6  3,699,631 55.4 

Ⅲ 繰延資産   544 0.0  － －  － － 

資産合計   5,836,672 100.0  6,530,893 100.0  6,681,164 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 ＊3 886,561   887,846   877,122   

２ 買掛金  262,189   270,266   269,290   

３ 短期借入金 ＊1 1,348,600   1,188,740   1,260,740   

４ 未払金  94,222   122,876   107,423   

５ 未払法人税等  31,103   131,749   91,844   

６ 賞与引当金  24,000   30,000   30,000   

７ その他 ＊2 243,948   195,908   209,401   

流動負債合計   2,890,626 49.5  2,827,387 43.3  2,845,821 42.6 

 



  
前中間会計期間末 

（平成17年６月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ＊1 320,500   362,000   397,420   

２ 繰延税金負債  209,646   377,679   472,525   

３ 退職給付引当金  118,404   97,639   103,638   

４ 役員退職慰労引
当金  34,187   37,756   35,787   

５ その他  57,045   57,045   57,045   

固定負債合計   739,784 12.7  932,121 14.3  1,066,417 16.0 

負債合計   3,630,410 62.2  3,759,509 57.6  3,912,239 58.6 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   651,000 11.2  － －  651,000 9.7 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  154,373   －   154,373   

資本剰余金合計   154,373 2.6  － －  154,373 2.3 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  126,000   －   126,000   

２ 任意積立金  710,000   －   710,000   

３ 中間（当期）未
処分利益  255,636   －   383,616   

利益剰余金合計   1,091,636 18.7  － －  1,219,616 18.2 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金   311,732 5.3  － －  746,695 11.2 

Ⅴ 自己株式   △2,480 △0.0  － －  △2,760 △0.0 

資本合計   2,206,261 37.8  － －  2,768,925 41.4 

負債資本合計   5,836,672 100.0  － －  6,681,164 100.0 

           



  
前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  651,000 9.9  － － 

２ 資本剰余金            

(1）資本準備金   －   154,373   －   

資本剰余金合計    － －  154,373 2.4  － － 

３ 利益剰余金            

(1）利益準備金   －   126,000   －   

(2）その他利益剰余金               

別途積立金   －   910,000   －   

繰越利益剰余金   －   325,222   －   

 利益剰余金合計    － －  1,361,222 20.8  － － 

４ 自己株式    － －  △3,151 △0.0  － － 

  株主資本合計    － －  2,163,444 33.1  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評価差
額金 

   － － 607,938      － － 

評価・換算差額等合計    － －  607,938 9.3  － － 

  純資産合計    － －  2,771,383 42.4  － － 

  負債・純資産合計    － －  6,530,893 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度要約損益計算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    2,823,843 100.0  3,115,066 100.0  5,670,720 100.0 

Ⅱ 売上原価   2,272,684 80.5  2,433,903 78.1  4,606,275 81.2 

売上総利益   551,159 19.5  681,162 21.9  1,064,445 18.8 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費   407,821 14.4  418,168 13.4  822,584 14.5 

営業利益   143,337 5.1  262,994 8.5  241,860 4.3 

Ⅳ 営業外収益 ＊1  69,976 2.5  73,136 2.3  128,789 2.3 

Ⅴ 営業外費用 ＊2  29,657 1.1  27,788 0.9  58,556 1.0 

経常利益   183,656 6.5  308,341 9.9  312,093 5.5 

Ⅵ 特別利益 ＊3  1,880 0.1  3,119 0.1  12,770 0.2 

Ⅶ 特別損失 ＊4  8,374 0.3  4,750 0.1  15,750 0.3 

税引前中間(当
期)純利益   177,162 6.3  306,711 9.9  309,113 5.4 

法人税・住民税
及び事業税  26,227     127,424     85,322     

法人税等調整額   － 26,227 0.9 △3,010 124,414 4.0 △55,124 30,198 0.5 

中間(当期)純利
益   150,935 5.3  182,296 5.9  278,916 4.9 

前期繰越利益   104,700   －   104,700  

中間(当期)未処
分利益   255,636   －   383,616  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 残高 

（千円） 
651,000 154,373 154,373 126,000 710,000 383,616 1,219,616 △2,760 2,022,229 

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当           △40,690 △40,690   △40,690 

中間純利益           182,296 182,296   182,296 

別途積立金の積立て         200,000 △200,000 －   － 

自己株式の取得               △390 △390 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                  

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 200,000 △58,394 141,605 △390 141,215 

平成18年６月30日 残高 

（千円） 
651,000 154,373 154,373 126,000 910,000 325,222 1,361,222 △3,151 2,163,444 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成17年12月31日 残高 

（千円） 
746,695 746,695 2,768,925 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当     △40,690 

中間純利益     182,296 

別途積立金の積立て     － 

自己株式の取得     △390 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△138,756 △138,756 △138,756 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△138,756 △138,756 2,458 

平成18年６月30日 残高 

（千円） 
607,938 607,938 2,771,383 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前事業年度の要約キャ

ッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日）

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間（当期）純利益  177,162 306,711 309,113 

減価償却費  61,511 70,716 131,093 

貸倒引当金の増減額（減少：△）  852 － △365 

賞与引当金の増減額（減少：△）  2,000 － 8,000 

退職給付引当金の増減額 (減少：△）  1,814 △5,999 △12,952 

前払年金費用の増減額（増加：△）  △994 △143 △2,328 

役員退職慰労引当金の増減額（減少：

△） 
 △6,025 1,968 △4,425 

受取利息及び受取配当金  △10,560 △14,139 △15,708 

支払利息  14,860 12,823 28,491 

災害による保険金  － － △9,440 

災害による損失  － － 4,189 

有形固定資産処分損益  7,640 1,680 10,594 

投資不動産賃貸収入  △53,706 △50,847 △101,384 

投資不動産賃貸費用  14,240 13,418 28,961 

売上債権の増減額（増加：△）  69,486 20,050 97,948 

たな卸資産の増減額（増加：△）  △60,158 20,990 △34,858 

仕入債務の増減額（減少：△）  △73,878 11,700 △76,217 

未払消費税等の増減額（減少：△）  △11,387 △5,956 6,267 

その他  21,232 18,433 50,300 

小計  154,092 401,408 417,279 

利息及び配当金の受取額  10,552 14,130 15,708 

利息の支払額  △15,231 △12,666 △28,595 

災害による保険金収入  － － 9,440 

災害による支払額  － － △4,189 

役員保険積立金の増減額  5,879 △1,603 6,397 

法人税等の支払額  △2,734 △85,041 △4,244 

営業活動によるキャッシュ・フロー  152,559 316,227 411,797 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前事業年度の要約キャ

ッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日）

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出  － － △2,098 

投資有価証券の取得による支出  △5,482 △1,500 △7,783 

有形固定資産の取得による支出  △75,379 △113,626 △260,637 

有形固定資産の収用による収入  50,210 － 50,210 

無形固定資産の取得による支出  △850 △2,369 △850 

投資不動産の賃貸による収入  53,706 50,847 101,384 

投資不動産の賃貸に伴う支出  △8,464 △8,293 △17,409 

その他  917 1,270 1,149 

投資活動によるキャッシュ・フロー  14,658 △73,670 △136,034 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入れによる収入  176,000 100,000 456,000 

短期借入金の返済による支出  △246,000 △150,000 △626,000 

長期借入れによる収入  200,000 － 350,000 

長期借入金の返済による支出  △191,800 △57,420 △252,740 

配当金の支払額  △33,029 △41,537 △33,287 

その他  △253 △390 △533 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △95,083 △149,348 △106,561 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  72,134 93,208 169,201 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  191,792 360,994 191,792 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）

残高 
 263,927 454,203 360,994 

     



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

総平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算期末前１ヵ月の

市場価格の平均に基づく

時価法（評価差額は、全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算期末前１ヵ月の

市場価格の平均に基づく

時価法（評価差額は、全

部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末前１ヵ月の市場

価格の平均に基づく時価

法（評価差額は、全部資

本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法に

より算定） 

 時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

商品・製品・仕掛品 

 総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品・製品・仕掛品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品・製品・仕掛品 

同左 

 原材料 

 移動平均法による原価法 

原材料 

同左 

原材料 

同左 

 貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価

法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産（投資不動産） 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備

は除く）については、定額法に

よっております。 

 また、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間均等償却をし

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物   2～65年 

 機械装置 7～12年 

(1）有形固定資産（投資不動産） 

同左 

(1）有形固定資産(投資不動産） 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 ただし、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基

づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

３．繰延資産の処理方法  新株発行費 

 商法施行規則38条第1項に規

定する最長期間（3年間）で均

等償却しております。 

      ─── 

  

 新株発行費 

  商法施行規則38条第1項に規定

する最長期間（3年間）で均等償却

しております。 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ために、支給見込額のうち、当

中間会計期間対応額を計上して

おります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ために、翌期の支給見込額のう

ち、当期対応額を見積って計上

しております。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（672百万円）については15年

による按分額を費用処理してお

ります。 

 数理計算上の差異については

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（14年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（672百万円）については15年に

よる按分額を費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異については

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（14年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３か月以内に満期日の到来

する流動性の高い容易に換金可能

であり、かつ価格の変動について

僅少なリスクしか負わない短期的

な投資からなっております。 

同左 同左 

６．消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

  

────── 

──────  （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響

はありません。 

──────  

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は2,771,383千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

──────  



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 (投資不動産） 

 従来、有形固定資産として計上し

ていた不動産の一部について利用状

況の見直しを行った結果、建物

145,705千円（当中間会計期間末取得

価額158,339千円、減価償却累計額

12,634千円）、構築物23,714千円

（当中間会計期間末取得価額31,789

千円、減価償却累計額8,075千円） 

工具・器具及び備品405千円（当中間

会計期間期末取得価額748千円、減価

償却累計額342千円）及び土地49,254

千円を「投資不動産」として区分す

ることにしました。 

 なお、前中間会計期間末の有形固

定資産の「建物」、「構築物」 

「工具・器具及び備品」及び「土

地」に含まれる「投資不動産」はそ

れぞれ153,149千円、28,370千円、

595千円、49,254千円であります。 

  

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算上の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成15

年3月31日に交付され、平成17年1月1

日以降に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当中間会計期間から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年2月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が4,876千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、4,876

千円減少しております。  

─────  

  

  

 (投資不動産） 

 従来、有形固定資産として計上し

ていた不動産の一部について利用状

況の見直しを行った結果、建物

142,140千円（当期末取得価額

158,339千円、減価償却累計額16,198

千円）、構築物21,603千円（当期末

取得価額31,789千円、減価償却累計

額10,186千円） 工具・器具及び備

品328千円（当期末取得価額748千

円、減価償却累計額419千円）及び土

地49,254千円を「投資不動産」とし

て区分することにしました。 

 なお、前期末の有形固定資産の

「建物」、「構築物」 「工具・器

具及び備品」及び「土地」に含まれ

る「投資不動産」はそれぞれ149,269

千円、25,825千円、482千円、49,254

千円であります。 

  

 

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算上の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成15

年3月31日に交付され、平成17年1月1

日以降に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当事業年度から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年2月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に

従い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管

理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が8,031千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前純利益が、8,031千円

減少しております。  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度末 
（平成17年12月31日） 

＊１ 

(1）有形固定資産減価償却累計額 

         5,192,949千円 

＊１ 

(1）有形固定資産減価償却累計額 

       5,221,322千円 

＊１ 

(1）有形固定資産減価償却累計額 

     5,238,869 千円 

(2) 投資不動産の減価償却累計額 

                21,051千円 

  

(2) 投資不動産の減価償却累計額 

               31,935千円  

  

(2) 投資不動産の減価償却累計額      

                          26,804千円 

  

(3）担保に供されている資産及び中間期末簿

価（工場財団） 

(3）担保に供されている資産及び中間期末簿

価（工場財団） 

(3）担保に供されている資産及び期末簿価 

（工場財団） 

建物        119,398千円

機械及び装置        401,020 

土地       11,865 

計      532,285 

建物        115,971千円

機械及び装置             480,667 

土地             11,865 

計            608,504  

建物        116,563千円

機械及び装置           445,714 

土地            11,865  

計             574,143 

（その他） （その他） （その他） 

建物        56,913千円

土地     13,121 

投資不動産 164,345 

計      234,379 

建物         54,130千円

土地           12,564 

投資不動産        157,484 

計             224,179 

建物         55,844千円

土地           12,564 

投資不動産        160,780 

計             229,190 

(4）担保目的 (4）担保目的 (4）担保目的 

      

長期借入金        419,100千円

短期借入金          1,250,000 

計          1,669,100 

長期借入金               450,740千円

短期借入金              1,100,000 

計              1,550,740 

長期借入金       508,160千円

短期借入金 1,150,000 

計  1,658,160 

＊２．消費税等の表示方法 

 仮受消費税等及び仮払消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

＊２．消費税等の表示方法 

同左 

＊２．    ───── 

＊３．    ───── ＊３．    ───── ＊３．当期末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しており

ます。 

 したがって、当期末日は金融機関の休業

日に該当するため、期末日満期手形が次の

とおり含まれております。 

  受取手形 31,068千円

支払手形 22,603千円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

＊１．営業外収益の主要項目 ＊１．営業外収益の主要項目 ＊１．営業外収益の主要項目 

受取利息 23千円

受取配当金 10,536 

受取地代家賃 56,460 

受取利息   24千円

受取配当金 14,114 

受取地代家賃 53,710 

受取利息 47千円

受取配当金 15,660 

受取地代家賃 106,916 

＊２．営業外費用の主要項目 ＊２．営業外費用の主要項目 ＊２．営業外費用の主要項目 

支払利息       14,860千円

不動産賃貸関係費 14,240 

支払利息       12,823千円

不動産賃貸関係費 13,418 

支払利息       28,491千円

不動産賃貸関係費 28,961 

＊３．特別利益の主要項目 ＊３．特別利益の主要項目 ＊３．特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益    1,597千円

固定資産処分益 283 

償却債権取立益 50千円

固定資産処分益 3,069 

固定資産処分益          515千円

災害による保険金 9,440 

貸倒引当金戻入益 2,814 

＊４．特別損失の主要項目 ＊４．特別損失の主要項目 ＊４．特別損失の主要項目 

固定資産処分損       7,924千円

貸倒引当金繰入額 450 

    

固定資産処分損 4,750千円

    

    

固定資産処分損       11,110千円

貸倒引当金繰入額 450 

災害による損失 4,189 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

有形固定資産     60,777千円

無形固定資産 734 

投資不動産 5,776 

計 67,287 

有形固定資産       70,167千円

無形固定資産 549 

投資不動産 5,125 

計 75,841 

有形固定資産      129,671千円

無形固定資産 1,468 

投資不動産 11,504 

計 142,643 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 1,080株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

 該当事項はありません。 

株式の種類 
前事業年度末株式数
（株） 

当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

発行済株式     

普通株式 13,580,000 － － 13,580,000 

合計 13,580,000 － － 13,580,000 

自己株式     

普通株式（注） 16,560 1,080 － 17,640 

合計 16,560 1,080 － 17,640 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 

定時株主総会 
普通株式 40,690 3.00 平成17年12月31日 平成18年３月31日 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に記載されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に記載されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定      418,927千円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△155,000 

現金及び現金同等物 263,927 

現金及び預金勘定 611,301千円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△157,098 

現金及び現金同等物 454,203 

現金及び預金勘定 518,092千円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△157,098 

現金及び現金同等物 360,994 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年６月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成18年６月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価(千円） 
中間貸借対照表計
上額(千円） 

差額(千円） 

株式 744,812 1,266,192 521,379 

合計 744,812 1,266,192 521,379 

区分 中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 15,000 

その他有価証券  

非上場株式 105,464 

計 120,464 

 取得原価(千円） 
中間貸借対照表計
上額(千円） 

差額(千円） 

株式 748,613 1,765,403 1,016,790 

合計 748,613 1,765,403 1,016,790 

区分 中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 15,000 

その他有価証券  

非上場株式 105,464 

計 120,464 



前事業年度末（平成17年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行ってないので、前中間会計期間、当中間会計期間、前事業年度とも該当事項

はありません。 

（持分法損益等） 

 当社は、関連会社がないため、前中間会計期間、当中間会計期間、前事業年度とも該当事項はありません。 

 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 747,113 1,995,977 1,248,863 

合計 747,113 1,995,977 1,248,863 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 15,000 

その他有価証券  

非上場株式 105,464 

計 120,464 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額     162.65円

１株当たり中間純利益     11.13円

１株当たり純資産額     204.34円

１株当たり中間純利益      13.44円

１株当たり純資産額 204.14円

１株当たり当期純利益      20.56円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

  

 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

中間（当期）純利益（千円） 150,935 182,296 278,916 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
150,935 182,296 278,916 

期中平均株式数（株） 13,564,916 13,562,952 13,564,379 



(2）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 有価証券報告書及び 

その添付書類 

事業年度 

（第122期) 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

平成18年３月31日 

中国財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当する事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成１７年９月１４日 

大和重工株式会社  

 取締役会 御中    

 西日本監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 赤羽 克秀 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山本 準治 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大和重

工株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第１２２期事業年度の中間会計期間（平成１７年１

月１日から平成１７年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、大和重工株式会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年１

月１日から平成１７年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 ※ 上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成１８年９月２２日 

大和重工株式会社  

 取締役会 御中    

 西日本監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 赤羽 克秀 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山本 準治 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大和重

工株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第１２３期事業年度の中間会計期間（平成１８年１

月１日から平成１８年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、大和重工株式会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年１

月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 ※ 上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 
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